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本資料の背景と目的

＜背景＞
◼ 世界の経済活動はCOVID-19下の減速を経て、復興と構造転換（例 Build Back Better、

Green Recovery）へと進む中、2021年8月にはIPCC（気候変動に関する政府間パネ
ル）が「気候変動は拡大し、加速し、深刻化している」との最新報告書を発表した。また、
2020年以降欧州や米中とともに、日本もカーボンニュートラル（以下、CN）を宣言するなど、
気候変動対策強化への機運が世界で高まりをみせている。

＜目的＞
◼ 本資料は、2021年10月31日から11月12日に開催されるCOP26（国連気候変動枠組条

約第26回締約国会議）に先立ち、CNに関する海外主要国（米国・中国・EU・英国）の動
向を俯瞰整理したものである。

◼ COP26に先立ち海外主要国のCNをめぐる政策動向について、日本と比較した情報把握をす
ることは重要であると考える。この方針に基づき、本資料では「CN目標・政策・予算」「電源構
成」「水素支援」「輸送・社会インフラ」に関する政策動向および民間動向をとりまとめた。

◼ なお、本資料は2021年10月1日までの各国情報を基に作成したものである。
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COP26とは

◼ COP26 と は 「国連気候変動枠組条約第26回締約国会議 」 の こ と 。 2021 年 10 月 31 日 か ら 11 月 12 日
まで、英国を議長国としグラスゴーにて開催される（新型コロナウイルスの影響で1年延期された）。
 1992年、各国は大気中の温室ガスの濃度を安定化させることを究極の目標とする「国連気候変動枠組条約

（UNFCCC）」を採択し、地球温暖化対策に世界全体で取り組んでいくことに合意した。
 同条約に基づき、国連気候変動枠組条約締約国会議（COP）が1995年より毎年開催されている。

◼ 予想される議論：COP26に先立ち開催されたG7会合において、各国はパリ協定に基づく温室効果ガス（以下、GHG）
排出削減目標のNDC*の再提出をG7以外の国にも働きかけることで合意した。COP26では、再提出された同目標を基に
各国の気候変動対策に関する議論が行われると考えられる。

出典：外務省「わかる！国際情勢」HP、IEEJ「COP15～COP22の歴史と今後の見通し」を基にNEDO技術戦略研究センター作成（2021）

1992年 国連気候変動枠組条約（UNFCCC）採択（1994年発効）（締約国数：197カ国・機関）

1997年 京都議定書 採択（COP3）（2005年発効）（締約国数：192カ国・機関）

2009年 コペンハーゲン合意（COP15）→先進国・途上国の2020年までの削減目標・行動をリスト化すること等に留意

2010年 カンクン合意（COP16）→各国が提出した削減目標等を国連文書に整理することで合意

2011年 ダーバン合意（COP17）→全ての国が参加する新たな枠組み構築に向けた作業部会（ADP）が設置

2013年 ワルシャワ決定（COP19）→2020年以降の削減目標（自国が決定する貢献案）の提出時期等が定められる

2014年 気候行動のためのリマ声明（COP20）→自国が決定する貢献案を提出する際に示す情報（事前情報）、新たな
枠組の交渉テキストの要素案等が定められる

2015年 パリ協定（COP21）→2020年以降の枠組みとして、史上初めて全ての国が参加する制度の構築に合意

2016年 マラケシュ行動宣言（COP22）→パリ協定の発効

2021年 COP26@グラスゴー、英国

国連気候変動枠組条約締約国会議（COP）交渉の経緯

*NDC：国が決定する貢献
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G20首脳会合
10月30日~31日
ローマ、イタリア

◼ 2021年の気候変動関連のイベントは11月のCOP26に向けて進捗中。

5出典：COP26 HP、JETRO HP、G7 HPを基にNEDO技術戦略研究センター作成（2021）

COP26に向けた気候変動関連会議およびスケジュール

主要

イベント

米国

バイデン大統領主催
気候変動サミット

G7
気候・環境
大臣会合

3月2021年1月 4月 5月 11月2月 6月 7月 8月 9月 10月

PRE-COP26
9月30日~10月1日
ミラノ、イタリア

バイデン大統領
就任直後パリ協定
への復帰に署名

National Climate 
Task Forceを組織

G7首脳会合
（英国主催）

ミッション
イノベーション
第6回閣僚会議

ケリー気候変動問題
担当大統領特使、
中国解振華気候変動
担当特使と会談

国際エネルギー機関（IEA）
「Net Zero by 2050」発表

800億ドルの気候対策
を含むインフラ整備予算
案が上院通過
9月に下院にて修正案
採決予定

IPCCの第6次報告書発表

日本
日米気候パートナー
シップ協定締結

米ケリー特使と
梶山経産大臣、
小泉環境大臣会談

ICEF開催

バイデン大統領
気候・エネルギー
主要国経済フォーラム開催

G20気候・エネルギー
大臣会合

英国・
EU

英国、2035年までにGHG
排出量1990年比で78%
削減する目標を発表

EU、欧州グリーン・ディールを包括
的に推進するパッケージを提案

英国、国際エネルギー機関（IEA）と共催で
「IEA－COP26ネットゼロサミット」をオンライン
開催

英国COP26主催
10月31日~11月12日

EU、新産業戦略を更新し、
グリーン＋デジタル社会への移行を強調

COP26
10月31日~11月12日
グラスゴー、英国
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◼ 2021年に入り、米国のパリ協定への復帰を皮切りに、4月にはバイデン大統領主催の気候変動サミット、6
月にはG7気候・環境大臣会合、7月にはG20気候・エネルギー大臣会合が開催されるなど、気候変動対
策に関する国際協調への動きが活発化している。

◼ G20会合では、イノベーションや都市レベルの国際協調等の重要性で一致、持続可能な復興と革新的エ
ネルギー技術、スマートで強靱な持続可能都市、エネルギー安全保障等を強化する閣僚声明を採択した。

◼ G7会合では、環境関連の声明を採択し、さらにCOP26に向けたUNFCCCへのネットゼロシナリオの提出
をG7以外の国へも働きかけることで合意した。

6

（参考）COP26に向けた気候変動関連主要会議の動向

出典：G7 HP、外務省 HPを基にNEDO技術戦略研究センター作成（2021）

G7会合 環境関連部分声明詳細

1. 今世紀半ばまでに世界のネットゼロを確実なものとし、1.5℃を射程に入れ続ける
• 2030年までに世界の年間GHG排出量をCO2換算で25～30Gt以下に削減する必要があることを認識。
各国はそのために2030年までの野心的な削減ターゲットを設定。

• 石炭火力のフェーズアウトの加速・森林破壊の削減・EVへの切り替えの促進。
• 再生可能エネルギーへの投資誘導。

2. 自然環境の保護
• COP26で気候変動の影響が及んでいる国々のエコシステムを保護、回復するために協働。
• 方法、警報システムや耐えうるインフラと農業をつくりだし、家や生活、いのちを守る。

3. ファイナンスを活性化させる
• 先進国は最低でも1,000億ドル（約11兆円*）の気候変動に向けた融資を可能にさせる。
• 国際金融機関はネットゼロを確立させるための数兆ドル単位での民間および公共への資金提供の役割を期待。

4. 協働し、達成させる。
• COP26において、パリ・ルールブック（パリ協定の詳細）を確定。
• この気候危機に立ち向かうための、政府間、民間、市民との共同作業を加速化。
• ミッション イノベーションMI2.0とクリーンエネルギー大臣会合3.0（CEM）を支援し、低排出技術の開発と展開のペースを加速。

COP26に向けて各国に期待される準備
• 2050年までにGHG排出量をネットゼロにするための具体的道筋を示した長期戦略をCOP26までに提出できるよう、最大限の努力を行う。
• 全ての国、特に他の主要な排出国に対しNDCを強化することを求め、COP26に先立ちできるだけ早くUNFCCCに提出。

*1ドル=110円で換算
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地域横断的整理
～海外主要国のカーボンニュートラル（CN）に向けた取り組み～
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CO2削減 中間目標およびCN達成年

米
国

中間
目標

2030年までに2005年比50～52%削減

CN
達成年

2050年

中
国

中間
目標

2030年までにGHGピークアウト

CN
達成年

2060年

E
U

中間
目標

2030年までに1990年比55%削減

CN
達成年

2050年

英
国

中間
目標

2035年までに1990年比78%削減

CN
達成年

2050年

日
本

中間
目標

2030年までに2013年比46%削減

CN
達成年

2050年

CNに向けた各国のCO2削減推移

単位：百万トン

1. CNに向けた各国のCO2削減目標

?

出典：各国資料を基にNEDO技術戦略研究センター作成（2021）

出典：欧州委員会Fossil CO2 and GHG emissions of all world 
countriesを基にNEDO技術戦略研究センター作成（2021）

(参考)
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2. CNに向けた各国の政策動向概要

米国 中国 EU 英国 参考：日本

CN政策の骨子
（関連予算）

「アメリカン ジョブズ プラン」
（下院審議中、CN関連は

800億ドル/約8.8兆円*）

国家主席宣言
（実施計画発表予定）

「欧州グリーン・ディール」
（1兆ユーロ/約130兆円*）

「グリーン産業革命に
向けた10項目」

（120億ポンド/約1.8兆円*）

「グリーン成長戦略」
（グリーンイノベーション（GI）

基金2兆円 等）

炭素課税
加州は排出権取引実施
（全米では検討中）

国内排出権取引
域内：排出権取引
域外：炭素国境調整

メカニズム（予定）
国内排出権取引 地球温暖化対策税

エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策

主力分野 太陽光、風力 太陽光、風力 太陽光、風力 太陽光、風力 太陽光、風力

その他
注力分野

水力、地熱 水力、植林
天然ガス+CCUS、

植林
火力+CCUS、

原子力
火力＋CCUS

水素・CCUS*
支援

有り 有り 有り 有り 有り

水素戦略
（策定有無）

策定済み
（2020年11月）

地方政府は策定
（国レベルでは未発出）

策定済み
（2020年7月）

策定済み
（2021年8月）

策定済み
（2017年12月）

輸
送
・
社
会
イ
ン
フ
ラ

EV比率目標

加州では2035年
ZEV車**のみ販売可

（全米では2030年にEV/
PHV/FCV 50%を目標）

2035年新エネ車50％
省エネ車50％*

2035年
ZEV車**のみ販売可

（審議中）

2030年にガソリン車、
2035年にハイブリッド車の

新規販売禁止

2035年までに、乗用車新
車販売で電動車100％を

実現*

水素ステーション
建設・運転支援

州単位 地方政府単位 有り 有り 有り

航空分野のCN
への取り組み

2050年完全SAF***化 ― 有り ― 有り

出典：各国資料を基にNEDO技術戦略研究センター作成（2021）

*1ポンド=150円で換算*1ユーロ=130円で換算
**ZEV：ゼロ・エミッション車。走
行時に温暖化ガスを排出しない車
両を示し、HEV、PHVを含まない。

*1ドル=110円で換算
**ZEV：ゼロ・エミッション車。走行
時に温暖化ガスを排出しない車両
を示し、HEV、PHVを含まない。
***持続可能な航空燃料
（Sustainable Aviation Fuel）

*出典：中国自動車工程学会
「省エネルギー・新エネルギー車技術
ロードマップ2.0」
新エネ車：EV、FCV、PHV
省エネ車：HEVを含む

*出典：経済産業省「2050 年カー
ボンニュートラルに伴うグリーン成長戦
略」
電動車：EV、FCV、HEV、PHV

*CO2回収・利用・貯留
（Carbon dioxideCapture,

Utilization and Storage）
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3. CNに向けた各国・地域の政府予算

◼ 各国・地域によりCN関連政策の投資対象は異なっている。米国・EU・英国のCN関連政策は、
研究開発だけではなく、インフラや施設の設備事業、雇用創出への支援を含んでいる。

CN主要政府予算・期間および対象の政策・事業（COP25以降策定分）

米国 「アメリカン ジョブズ プラン」におけるインフラ法案にて、脱炭素関連として5年間で約8.8兆円*（800億ドル）を
織り込み、現在下院にて審議中（22年度予算で計上）。
以下の事業を対象に含んでいる。
• 電力とグリッド更新：約7.2兆円*（650億ドル）
• スクールバス、フェリー電動化：約8,300億円*（75億ドル）
• EV充電機器設置拡充：約8,300億円*（75億ドル）

中国 未発表（実施計画策定中）

EU

「欧州グリーン・ディール」は、CNに加え「環境配慮と経済成長の両立」を目指し、10年間で約130兆円*（1兆
ユーロ）をCNに振り向ける。
同予算の内訳は、以下の通り：
• 多年次予算2021～2027年の30%および2028～2034年の一部：約65.4兆円*（5,030億ユーロ）
• InvestEU：約36.3兆円*（2,790億ユーロ）
• 公正な移行メカニズム：約18.6兆円*（1,430億ユーロ）
• 各加盟国個別プログラム：約14.8兆円*（1,140億ユーロ）
• 排出権取引からの税収：約3.3兆円*（250億ユーロ）
（さらに、民間から約253.5兆円*（1兆9,500億ユーロ）の投資促進も見込む） *1ユーロ=130円で換算

英国

「グリーン産業革命に向けた10項目」では、2050年のCN達成に向け洋上風力、水素等10分野での研究開発や
インフラ投資、雇用創出に約1.8兆円*（120億ポンド）が投資される。
• 対象は洋上風力、水素、原子力、電気自動車、公共交通、航空・海上運輸、住宅・公共施設、炭素回収、自

然、ファイナンスの10分野。この約1.8兆円を研究開発だけではなくインフラや設備へ投資し、25万人の雇用創出
を目指す（民間から約6.3兆円*（420億ポンド）以上の投資も見込む）。

日本
「グリーン成長戦略」に基づく「グリーンイノベーション基金事業」では、2050年CN達成に向け研究開発および
実証から社会実装に取り組む企業等に対し10年間で2兆円の支援を実施する（この2兆円を呼び水とし、15兆円
の民間企業での研究開発や設備投資を誘発する）。

出典：各国資料を基にNEDO技術戦略研究センター作成（2021）

*1ドル=110円で換算

*1ポンド=150円で換算

（参考）
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CN目標・政策・予算 電源構成

水素支援 輸送・社会インフラ

11

4. CNに向けた政策動向～米国～

➢ CN達成年：2050年

➢ CN中間目標：2030年までに2005年比でGHGを50%～
52%削減。2035年までに電力を100%脱炭素化。

➢ CN主要政策：インフラ基盤強化とグリーン産業へのシフトを
狙った「アメリカン ジョブズ プラン」を発表、現在下院で審議中。

➢ CN関連予算：バイデン大統領は今年4月に8年間で2.3兆
ドル（約253兆円*）の計画を発表。8月に共和党と合意の
上22年度より5年間で5,550億ドル（約61兆円*）プランで
上院通過、内800億ドル（約8.8兆円*）が脱炭素施策。

➢ 炭素課税：検討中、加州は排出権取引実施。

➢ EV充電ポート設置：75億ドル（8,300億円*）

➢ スクールバス、フェリーのEV、低炭素化：75億ドル（8,300億円*）

➢ スマートグリッド化：30億ドル（3,300億円*）

➢ バッテリーなどのリサイクル：75億ドル（8,300億円*）

（以上全て2022～2026年での予算）

➢ 航空：航空燃料30億ガロンを持続可能エネルギー由来とし、航空関
連の炭素排出を20%削減（2030年まで）。

➢ 次世代自動車：GMなど米系3メーカーと2030年までに年間販売の
40～50%を電動車（EV、PHEV、水素電池）とすることに向けて
挑戦すると合意。

➢ エネルギー省（DOE）が「Hydrogen Program Plan」を発
表（2020年11月）。水素のR&Dへの戦略的枠組みを提供。

➢ 水素をエネルギー資源を統合する燃料源と位置づけ、コスト低
減と需要増加を通じ実用化を目指す。

➢ 目標値の例として水素の製造と輸送コストについて2ドル/kgを
目指す。

*1ドル=110円で換算

出典：DOE, Energy Information Administration HP、Solar Future Study HPを基に
NEDO技術戦略研究センター作成（2021）
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4. CNに向けた政策動向～中国～

➢ CN達成年：2060年

➢ CN中間目標：2030年までにGHGピークアウト

➢ CN主要政策：「第14次5カ年計画」にて、非化石エネルギー
の引上げ、新エネ車促進、産業構造転換、グリーン金融促進を
重視、近々「気候変動対応計画」および「2030年ピークアウト
行動計画」で詳細を定める予定。

➢ CN関連予算：上記計画に伴い規定されると想定。

➢ 排出権取引制度：本年7月電力業界より全国制度を開始、
将来的には順次、石化、化学、建設、鉄鋼、製紙、航空等も
組み入れられる見込み。

➢ 2035年における新車販売は新エネ車50%（PHV含む）、
残り50%を省エネ車（全てHEV）とする目標**。
本年8月の新エネ車比率は17.8％、累計180万台に及ぶ。

➢ EV公共急速充電ポート：2025年80万、2035年146万
ポート（低速充電は2035年1.5億ポート）**。

➢ 水素ステーション：2030年5,000ステーション**。

➢ 自動運転とV2Xによる都市交通のスマート化を積極的に推進。

➢ 送電網への投資：国家電網有限公司・会長は「2021～25
年の送電網および関連産業の投資額は6兆元以上（100兆
円*以上）の規模にのぼる見通し」と述べたとの報道。

➢ 水素戦略：「第14次5カ年計画」で重要技術と位置づけ。

➢ 重視されるのは以下の手段としての水素活用。

①大型車の電動化：2030年FCV導入100万台の目標**

⇒北京・上海・広東省をFCVモデル都市に指定。

②再生エネルギーの有力な貯蔵手段

⇒西部の再エネ電力を、水素に貯蔵して沿岸部へ輸送、消費。

③重化学工業の低炭素化の実現

➢ 地方政府が積極的に水素戦略を発表、北京市の2025年の
水素産業生産規模は1兆元（約16.9兆円*）を目標。

➢ 2050年シナリオ：清華大学が複数の設備容量シナリオを分析。
2℃目標・1.5℃目標達成には、80%超の再エネが必要。

2

0

5

0

年

出典：清華大学「中国低炭素発展戦略および移行シナリオに関する研究」を基にNEDO技術戦略
研究センター作成（2021）

**出典：中国自動車工程学会、「省エネルギー・新エネルギー車技術ロードマップ2.0」*1元=16.9円で換算
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4. CNに向けた政策動向～EU～

➢ CN達成年：2050年

➢ CN中間目標：2030年までに1990年比で55%減。

➢ CN主要政策：欧州グリーン・ディール（2021年7月までに26
本の新たな戦略・計画・規則を発表済）

➢ CN関連予算：10年間で1兆ユーロ（約130兆円*）。同期
間に民間から1兆9,500億ユーロ（約253.5兆円*）の投資
を見込む。

➢ 炭素課税：対EU域内は排出権取引（2005年より）。
対EU域外は2023年より炭素国境調整メカニズムを適用開始
予定。

➢ EVステーション：（EUの国道に関し）2030年までに軽車両
用600kW/充電ステーション、重量車用2,030kW/充電ス
テーションを60kmごとに設置**。

➢ 水素ステーション：（EUの国道に関し）2030年までに高圧
水素は150kmごと、液体水素は450kmごとに設置**。

➢ 内燃機関車両の取り扱い：2035年以降ゼロ・エミッション車の
み販売可能**。

➢ 次世代航空機：2030年低炭素航空機の実証、2035年低
炭素航空機の利用開始、2050年CN航空機の利用開始を
目標とし、官民共同開発研究Clean Aviation Partnership
を2021年から開始。

➢ 水素戦略：2020年7月に策定。

➢ エネルギー構成における目標：2050年水素の割合を13～
14%（現状2%）。

➢ ブルー水素の取り扱い：移行期間はブルー水素を利用。

➢ 技術開発：2020～2050年までを3つのフェーズに区分し、電
解装置導入量・グリーン水素生産量等の定量的目標を設定。

➢ 水素生産能力増強のための投資：2020年～2050年の間に
1,800億～4,700億ユーロ（約23兆～61兆円*）。

➢ 水電解装置への投資：2020年～2030年の間に240～
420億ユーロ（約3.1兆～5.5兆円*）。

出典：欧州委員会 「IN-DEPTH ANALYSIS IN SUPPORT OF THE COMMISSION 
COMMUNICATION COM（2021）」

*1ユーロ=130円で換算

化石燃料
（2050年は
天然ガスのみ）

原子力

うち、
太陽光・
風力

再エネ
（全種類）

**2021年7月に欧州委員会が提案し、現在審議中。
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4. CNに向けた政策動向～英国～

➢ CN達成年：2050年（目標設定はG7で初）

➢ CN中間目標：2035年までに1990年比78%減。

➢ CN主要政策：「気候変動法」や「グリーン産業革命に向けた
10項目」で対象や予算を設定し、「エネルギー白書」では長期
ビジョンを提示。

➢ CN関連予算：2030年までに120億ポンド（約1.8兆円*）
の予算、民間投資も420億ポンド（約6.3兆円*）を見込む。

➢ 排出権取引：EU離脱後も排出権取引制度（UK-ETS）を
導入（GHG排出総量の約4分の1をカバー）。

➢ EV充電設備：13億ポンド（約1,950億円*）を投資。

➢ 港湾整備：風力タービン大型化に向け1.6億ポンド（約240
億円*）を投資。

➢ 交通：数千台のグリーンバス、数百マイルの自転車専用レーン
等を導入。

➢ 産業、運輸、建物の分野で今後10年で2.3億トンのCO2排出
量（換算）を削減。

➢ 水素戦略：2021年8月発表。GHGネットゼロに向けた2030
年までのロードマップを提示。

➢ 2030年までに9億ポンド（約1,350億円*）規模のグリーンエ
ネルギー産業および9,000人の雇用を創出、さらに市場から40
億ポンド（約6,000億円*）規模の投資を呼び込む。

➢ グリーン水素とブルー水素の両者を活用。5GW規模の低炭素
水素製造能力を開発。

➢ 商業用水素製造設備の導入促進に向けた2.4億ポンド（約
360億円*）のNet Zero Hydrogen Fund設立 等。

*1ポンド=150円で換算

出典：資源エネルギー庁「2050年カーボンニュートラルの実現に向けた検討」（2021年5月13日）

石炭・ガス＋CCUS:
1.0%(2030年)→6.7%(2050年)

原子力:
20.7%(2030年)→32.4%(2050年)

再エネ

その他火力

原子力
天然ガス
石油

石炭
石炭･ガス＋CCUS

※数値は電力高需要シナリオにおける
値であり、政府の目標値ではない

再エネ:
42.4%(2030年)→59.0%(2050年)
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5. CNに向けた産業・企業動向

エネルギー関連産業

➢ 国家電網、5大電力は軒並みCNアクションプラン、ピークアウト
前倒しを表明。電力産業は2023～25年ピークアウト想定。

➢ エクソンモービルは2025年に16年比15～20%GHG削減。

➢ シェブロンは100億ドルを投じ（～2028年）水素・CCUS・
再生可能燃料を強化。水素ではトヨタとも提携。

➢ 各エネルギー企業は、世界に先行して2050年CNを宣言。

• トタルは2030年に15年比30%減、BPは製品も含めたグ
ループ全体において2050年にCN達成予定。

• RWEは2030年に19年比70%減、2040年CNを宣言。

• エア・リキードは水素事業を強化し、2050年にCN達成予定。

E

U

・

英

米

中

エネルギー多消費産業

➢ 中国鉄鋼工業協会は2025年ピークアウト、2030年ピーク比
3割減を目標。

➢ アルコアは15年比で2025年30%減、2030年50%減。

➢ 域内製鉄産業は排出権取引の無償排出枠により、現状の
CO2排出コストは小さいが、今後無償排出枠は削減されると
の予想から、産業全体が脱炭素化等を推進。

➢ アルセロール・ミッタルは2030年に18年比25%減、2050年
CNを宣言。

E

U

米

中

➢ コンクリート・セメント業界は、既に1990年比53%の炭素排
出削減を達成。2050年にネガティブエミッション達成を目標。英

輸送機器・蓄電池

➢ EV市場が急速に拡大中、2030年IEA見通しは950万台で
世界最大。CATL/BYD等の電池大手も投資を拡大。

➢ 自動車大手は、相次ぎ自前の蓄電池工場建設を表明。

• VWは、ノースボルトに出資、ドイツでは中国・国軒高科と共同
で、中国では単独でそれぞれ蓄電池工場を建設予定。

• GMはLGと、フォードはSKとそれぞれ共同で米国に蓄電池工
場を建設予定。

米

・

E

U

中

➢ ロールス・ロイスは100%再生可能代替航空燃料を開発中。英

➢ トヨタは、中国で燃料電池システム開発の合弁会社を設立、
米国では燃料電池モジュールの自社生産を予定。

日

IT他

➢ IT大手が脱炭素化をリード。ESG投資にも積極的。

• フェイスブックは2020年に達成済み、アップル、グーグルは
2030年までのCNを宣言。

• アマゾンは2040年までの全事業CNに向けた取り組みである
「気候公約」を公表、200社を超える企業が参加。

• アップルは、2億ドル規模の森林再生ファンドを立ち上げ。

• E・マスク氏はCO2除去技術開発に賞金1億ドル供与を表明。

➢ ミシュランは、2050年までに200種以上のタイヤ原材料を全て
サステナブルとする。使用済みタイヤも持続可能材料に再生す
る取り組みを実施中。同社はテスラ全車種にタイヤを供給。

米

E

U
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